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指定給水装置工事事業者研修会

本日の研修内容

１ 水道法等の改正

（～本研修会の位置付け～）

２ 給水装置に関する水道法等の規定（再確認）

３ 給水装置の事故事例

４ その他

2公財 給工財団



指定給水装置工事事業者研修テキスト
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本日の研修は、（公社）日本
水道協会発行の「指定給水装
置工事事業者研修テキスト」
の内容を中心に説明します。

１ 水道法等の改正

～本研修会の位置付け～

（１）水道法の一部改正（平成30年法律第92号）

改正の趣旨は、

・人口減少に伴う水の需要の減少

・水道施設の老朽化

・深刻化する人材不足

などの水道の直面する課題に対応し、水道の基盤の強

化を図るための措置を講ずる

施行期日

令和元年10月１日
4公財 給工財団

P２～３



＜改正の概要＞

① 関係者の責務の明確化

② 広域連携の推進

③ 適切な資産管理の推進

④ 官民連携の推進

⑤ 指定給水装置工事事業者制度の改善

資質の保持や実態との乖離の防止を図るた

め、指定給水装置工事事業者の指定
に更新制（５年）を導入

5公財 給工財団

P２～３

指定給水装置工事事業者制度の改善に至った経緯
〇 かつては、各水道事業者が独自の指定基準で給水装

置工事を施行する者を指定していた

〇 規制緩和の要請を受け、平成８年に全国一律の指定

基準による現行制度の創設（平成10年４月１日施行）

〇 広く門戸が開かれたことにより、事業者数が大幅に増加

（平成９年：25,000者→平成28年：232,000者、約９倍）

〇 水道法改正前の制度は、新規の指定のみで、休廃止等

の実態が反映されづらく、無届工事や不良工事も発生

【具体例】
・所在不明な指定給水装置工事事業者：少なくとも約5,500者
・違反工事件数：1,644件（H28）
・苦情件数：3,885件（H28）

6
公財 給工財団

P２～３
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① 廃止届け及び変更届の不徹底

② 需要者への指定工事事業者に関する情報の不足

⑤ 指定取消に関する問題

⑥ その他（悪質商法・無資格者
による工事に関するもの）

改
善
を
要
す
る
主
な
課
題

③ 給水装置工事の事業の運営上の問題

④ 給水装置工事の施行技術の確保・向上

7公財 給工財団

P２～３

指定の更新（水道法第25条の３の２）

• 指定給水装置工事事業者は、５年ごとにその更新を受け

なければ、その期間の経過によつて、その効力を失う。

・指定の有効期間満了の日までに更新の申請があつた場

合で、満了の日までにその申請に対する決定がなされな

いときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もそ

の決定がされるまでの間はその効力を有する。

この場合、更新後の指定の有効期間は、更新を行う

前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算する。

・指定の更新は、第25条の２（指定の申請）及び第25

条の３（指定の基準）の規定を準用するため、従来

の指定の要件を変更するものではない。

8公財 給工財団



水道事業者が指定の更新時に確認する事項
〇 令和元年６月26日付の厚生労働省水道課長通知

「更新時に確認することが望ましい事項」として、「水道事業者は、
指定給水装置工事事業者による指定更新の申請時に、事業の運
営に関する基準（改正水道法第25条の８及び水道法施行規則第
36条）に従い、適正に給水装置工事の事業を運営していることを確
認すること。」とされている。

① 指定給水装置工事事業者の講習会の受講実績

② 指定給水装置工事事業者の業務内容

③ 給水装置工事主任技術者等の研修会の受講状況

④ 適切に作業を行うことができる技能を有する者の従事

状況

9公財 給工財団 P３

更新時確認事項の具体的な内容

① 指定給水装置工事事業者の講習会の受講実績

水道事業者等が開催する指定給水装置工事事業者を

対象とした講習会の受講実績→本日の研修会
② 指定給水装置工事業者の業務内容

水道利用者に提供する情報の充実を図り、水道利用者

の利便性の向上とトラブル防止の観点から確認する

【確認内容】

・営業時間等：営業時間、修繕対応時間、休業日

・漏水修繕等：屋内漏水修繕、埋設部漏水修繕、その他

・対応工事等：配水管の分岐から水道メーターまでの新設・改造工事

水道メーターから屋内給水装置までの新設・改造工事

10公財 給工財団

P３



③ 給水装置工事主任技術者の研修会の受講状況

・対象となる研修は、外部機関による研修のほか、事業所

内訓練等による自社内研修を想定

・給水装置工事主任技術者等の技術力の確保に資する内

容であることを確認

【具体的な事項】
〇 水道法（給水装置関連）

・給水装置工事主任技術者の職務と役割
・給水装置の構造及び材質

〇 給水装置及び給水装置工事法に関する最新の技術情報
〇 給水装置の事故事例と対策技術
〇 給水装置の維持管理（故障・異常の原因と修繕工事法）

＜参考＞
公益財団法人給水工事技術振興財団において、給水装置工事主任技術者に
対し、全国統一的に必要な知識等を習得していただくためのe-ラーニング研修
や現地研修会を行っているので、是非ご活用してください。

11公財 給工財団

P３

④ 適切に作業を行うことができる技能を有する者の従事状況

・配水管から分岐して給水管を設ける工事等を施行する場合にお

いて、「適切に作業を行うことができる技能を有する者」を従事又

は監督させているか確認（雇用関係、下請け等の制限なし）

・ サドル付き分水栓取付け、配水管の穿孔、給水管の接合の経

験を有している必要がある

【技能を有する者の具体例】

〇 水道事業者等によって行われた試験や講習により、資格を与えられた配管工

（配管技能者、その他類似の名称のものを含む）

〇 職業能力開発促進法第44条に規定する配管技能士

〇 職業能力開発促進法第24条に規定する都道府県知事の認定を受けた職業

訓練校の配管科の課程の修了者

〇 公益財団法人給水工事技術振興財団が実施する配管技能に係る検定会の

合格者 12

P３



＜参考＞給水工事技術振興財団発行の証明証

給水装置工事主任技術者証 給水装置工事配管技能者証

※ 有効期限（５年）あり

13公財 給工財団

（２）生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の
整備に関する法律の概要（令和５年５月26日公布）

＜改 正 の 趣 旨＞

生活衛生等関係行政の機能強化を図るため、

① 食品衛生法による食品衛生基準に関する権限を厚生労

働大臣から内閣総理大臣（消費者庁）に移管する。

② 水道法等による権限を厚生労働大臣から国土交通大

臣及び環境大臣に移管するとともに、関係審議会の新

設及び所掌事務の見直しを行う。

施行期日

令和６年４月１日

14公財 給工財団
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＜改正の概要＞
水道整備・管理行政の機能強化

① 水道に関する水質基準の策定その他の水道整備・管

理行政であって、水質又は衛生に関する事務は厚生

労働大臣から環境大臣に移管

② 水道整備・管理行政であって①に掲げる事務以外の

事務について、厚生労働大臣から国土交通大臣に移

管するとともに、当該事務の一部を国土交通省地方整

備局長又は北海道開発局長に委任できることとする。

③ 布設工事監督者及び水道技術管理者の資格要件の

見直し

水道法、水道法施行令及び水道法施行規則の改正

15公財 給工財団

P６

本日の講習内容

１ 水道法等の改正

（～本講習会の位置付け～）

２ 給水装置に関する水道法等の規定（再確認）

３ 給水装置の事故事例

４ その他

16公財 給工財団
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・水道の布設及び管理の適正・合理化
・水道の基盤強化

清浄にして豊富低廉な水の供給

公衆衛生の向上と生活環境の改善とに寄与

水道法の目的（法第1条）

２ 給水装置に関する水道法等の規定
（再確認）

公財 給工財団

P67
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水道システムの構成

給水装置

Ｐ

Ｐ

Ｍ

Ｐ

貯水施設 導水施設 浄水施設 配水施設送水施設

取水堰 沈砂池

配水池

配水池

着
水
井

沈
澱
地

ろ
過
池

調圧水槽

水路(水管)橋

ダム

配
水
幹
線

配
水
管

浄水場

：ポンプ場

Ｍ

P

P

P

P

水道施設
取水施設

P１

公財 給工財団



水道法に規定されている
飲用に適する水を確保するための３つの基準

① 水質基準（水道法第４条）

② 施設基準（水道法第５条）

③ 給水装置の構造及び材質の基準

（水道法第１６条、同施行令第６条）

19

・水道事業者は、給水装置の構造・材質が、基準に適合していな
いときは、供給規程の定めるところにより、給水契約の申込を拒
み、又は基準に適合するまでの間給水を停止することができる
（法第16条）

・法第16条の規定に基づき、水道法施行令第6条に「給水装置の
構造及び材質の基準」が定められている。また、同条第2項に基
づき 「給水装置の構造及び材質の基準に関する省令」（平成9年
3月19日厚生省令第14号）が定められている。

公財 給工財団

P68～69
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構造及び材質の基準（水道法施行令第６条）

１ 配水管への取付口の位置は，他の給水装置の取付口から
３０cm以上離れていること。

６ 当該給水装置以外の水管その他の設備と直接連結されて
いないこと。

４ 水圧，土圧その他の荷重に対して十分な耐力を有し，かつ，
水が汚染され，又は漏れるおそれがないものであること。

２ 給水管の配水管取付口径は，水の使用量に比し著しく過大
でないこと。

５ 凍結，破壊，浸食等を予防するための適当な措置が講じられ
ていること。

３ 配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結
されていないこと。

７ 水の逆流を防止するための適当な措置が講じられていること。

公財 給工財団

P69～70



第６号 当該給水装置以外の水管その他の設備
と直接連結されていないこと。
（クロスコネクションの禁止）

第７号 水槽、プール、流しその他水を入れ又は
受ける器具、施設等に給水する給水装置
にあっては、水の逆流を防止する適当な
措置が講じられていること。 （逆流防止）
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給水装置の構造及び材質の基準

特に重要な規程

【水道法施行令第６条第１項第６号・７号】

公財 給工財団

P70

構造材質基準（省令）の項目・基準別区分

22

基準項目
構造材質基準に関する省令

性能基準 システム基準

１ 耐圧基準 ①耐圧性能
・適切な接合

・主配管の配管経路（構造物下の配管避ける）

２ 浸出基準

①浸出性能

（給水管及び飲用に供す
る給水用具が対象）

・水の停滞防止

・有害物質取扱施設近接設置防止

・鉱油類、有機溶剤、その他油類の浸透防止

３ 水撃限界基準 ①水撃限界性能 ・水撃防止器具の設置

４ 防食基準 ①防食防止の措置
・酸・アルカリからの防食

・電気防食

５ 逆流防止基準
①逆流防止性能

②負圧破壊性能

・左記の性能を有する装置の設置

・吐水口空間確保

・事業活動で水が汚染されるおそれのある場所で
の逆流防止措置

６ 耐寒基準 ①耐寒性能 ・凍結防止措置

７ 耐久基準 ①耐久性能（弁類） ー

公財 給工財団

P71～76
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給水管・給水用具の性能及び定量的な判断基準

耐圧性能基準

静水圧1.75MPa（１分間）
加圧装置及び当該加圧装置の下流側に設置されている給水
用具は、当該加圧装置の最大吐出圧力の静水圧（１分間）
パッキンを水圧で水密性を確保する場合２０KPa

浸出性能基準
おおむね23℃で16時間静置後試験
接手バルブ類等は1/25補正

水撃限界性能基準
当該給水用具内の動水圧を0.15MPa又は流速２ｍ/秒で急閉
止時に、その水撃作用により上昇する圧力が1.5MPa以下

逆流防止性能基準
逆止弁は低水圧３ＫＰa 、高水圧1.5ＭＰa（１分間）

負圧破壊性能基準
バキュームブレーカーは、流入側－５４ＫＰa時に 水位上昇７
５mm以下

耐寒性能基準 低温－20℃1時間保持後に通水

耐久性能基準 弁類は10万回の開閉操作

公財 給工財団 P71～76
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例
・２４時間の最大水圧に安全を考慮した圧力を加えた試験水圧
・新設工事の場合は、接合等が適切に施工されたことを確認す

るため、試験水圧1.75MPaの静水圧を１分間保持することが
望ましい

給水装置の試験水圧

≪省令第１４号第１条第１項第１号≫
「耐圧試験1.75MPaの静水圧１分間加えたとき異常がないこと」
は個々の給水管や給水用具が満たすべき性能基準

≪同条第２項≫
給水装置のシステム基準としては、「給水装置の接合箇所は、

水圧に対する充分な耐力を確保するため適切な接合が行われて
いること」と規定されていて、試験水圧等は規定されていない。

試験水圧は水道事業者が給水区域内の実情を考慮して定める。

公財 給工財団

P71



規格品
給水装置の構造及び材質の基準と同等以上の基準を
設けている規格品に適合していることを証明
日本産業規格（JIS）日本水道協会規格（JWWA）

25

基準適合の証明方法

自己認証
製造者自らが基準適合品であることを証明する。

第三者認証
中立的な第三者機関が製品検査を行い、基準適合品
の登録、認証製品を示すマークの表示を認める。

公財 給工財団

P８

性能基準適合の確認方法

〇 第三者認証

〇 規格品（JIS認証品・JWWA規格等の団体規格検査合格品）

公益社団法人
日本水道協会

一般財団法人
日本ガス機器検査協会

一般財団法人
日本燃焼機器検査協会

一般財団法人
電気安全環境研究所

基準省令の基準に加え、
他の性能を付記した基準
に適合していることを示
すマーク

シールの場合 押印等
の場合

シールの場合 押印等
の場合

26
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止水栓

配水管

メーター

宅地道路

給水管

給水装置（お客さま所有）

（給水用具）

(給水用具)

「直結する給水用具」とは、給水管に容易に取り外しのできない構造として
接続し、有圧のまま給水できる給水栓等の用具である。

※ 配水管から分岐して設けられた給水管及びこれに直結
する給水用具をいう。

給水装置の定義（法第３条第９項）

27公財 給工財団

P１
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受水槽式給水における給水装置の範囲
電磁弁

副弁付

定水弁

ボールタップ

• H.W.L

吐水口空間

この画像は表示できません。

給水装置

受水槽

この画像は表示できません。

この画像は表示できません。

給水装置は、有圧のまま供給される給水用具の吐水口までとされているため、
受水槽の吐水口までが給水装置であり、受水槽以下はこれにあたらない。

公財 給工財団

P１



給水装置に関する需要者と水道事業者の責任区分例

止水栓

配水管

メーター

宅地道路

給水管 給 水 装 置

(給水用具)

需要者

水 道 事 業 者

水 道 事 業 者

所有者

新設・改造工事

水質基準への適合

維持管理

需要者

需要者

29

・給水装置の所有・維持管理は一般的に需要者
・蛇口から出る水の水質の責任は水道事業者 公財 給工財団

P34

給水装置工事の施行者

30

水道法第１６条の２
水道事業者は、当該水道によって水の供給を受
ける者の給水装置の構造及び材質が前条の規定
に基づく政令で定める基準に適合することを確
保するため、当該水道事業者の給水区域におい
て給水装置工事を適正に施行することができる
と認められる者の指定をすることができる。

「指定給水装置工事事業者」
公財 給工財団

P77



第16条の２ 第２項及び第３項
 第16条の２ 第２項
水道事業者は、前項の指定をしたきは、供給規程（条例）
の定めるところにより、給水装置が当該水道事業者又は当該
指定を受けた者の施行した給水装置工事に係るものであるこ
とを供給条件とすることができる。
 第16条の２ 第３項
前項の場合において、水道事業者は、当該水道によって水
の供給を受ける者の給水装置が当該水道事業者又は指定給水
装置工事事業者の施行した給水装置工事に係わるものでない
ときは、供給規程の定めるところにより、その者の給水契約
の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止することが
できる。
ただし、国土交通省令で定める給水装置の軽微な変更であ

るとき、又は当該給水装置の構造及び材質が前条の規定に基
づく政令で定める基準に適合していることが確認されたとき
はこの限りでない。 31

公財 給工財団P77

【給水装置の軽微な変更】

32

〔水道法施行規則〕

第１３条

法第１６条の２第３項の国土交通省令で定
める給水装置の軽微な変更は単独水栓の取替
え及び補修並びにこま、パッキン等給水装置
の末端に設置される給水用具の部品の取替え
（配管を伴わないものに限る。）とする。

公財 給工財団

P77



指定給水装置工事事業者に関する水道法の規定
根拠規定 内 容

第２５条の２ 指定の申請
第２５条の３ 指定の基準
第２５条の３の２ 指定の更新
第２５条の４ 給水装置工事主任技術者
第２５条の５ 給水装置工事主任技術者免状
第２５条の６ 給水装置工事主任技術者試験
第２５条の７ 変更の届出等
第２５条の８ 事業の基準
第２５条の９ 給水装置工事主任技術者の立会い
第２５条の10 報告又は資料の提出
第２５条の11 指定の取り消し

33公財 給工財団

P80～98

34

第２５条の４
給水装置工事主任技術者（国家資格）

・指定給水装置工事事業者は、事業所ごとに給水装置工事
主任技術者を選任しなければならない。

・給水装置工事主任技術者の職務
① 給水装置工事の技術上の管理
② 給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督
③ 給水装置の構造・材質が第16条に基づく政令で定める

基準に適合していることの確認
④ その他国土交通省令で定める職務

水道法施行規則第36条
指定給水装置工事事業者は、給水装置工事ごとに給水装置
工事主任技術者を指名しなければならない。

給水装置工事は、指定給水装置工事事業者に指名された
給水装置工事主任技術者の責任において行う。

公財 給工財団P86

P91



第２５条の７ 変更の届出等
指定給水装置工事事業者は、事業所の名称及び所在

地その他国土交通省令で定める事項に変更があったとき、
又は給水装置工事の事業を廃止し、休止し、若しくは再開
したときは、水道事業者に届け出なければならない。

35

水道法施行規則第34条（変更の届出）
① 氏名又は名称、住所、法人の場合はその代表者の氏名
② 法人の場合は、役員の氏名
③ 給水装置工事主任技術者の氏名、給水装置工事主任技術者の免状

の交付番号
2 変更の届出は、当該変更のあった日から30日以内に届出書を提出。

水道法施行規則第35条（廃止等の届出）

事業の廃止、休止又は再開の届出は、事業を廃止し、又は休止したと
きは、当該廃止又は休止の日から30日以内に、事業を再開したときは、
当該再開の日から10日以内に、届出書を提出。

公財 給工財団

P90

第25条の８ 事業の基準

指定給水装置工事事業者は、国土交通省令で
定める給水装置工事の事業の運営に関する基準
に従い、適正な給水装置工事の事業の運営に努
めなければならない。

36

水道法施行規則第36条（事業の運営の基準）

法第25条の８に規定する国土交通省令で定める給水装

置工事の事業の運営に関する基準は、次の各号に掲げ
るものとする。

公財 給工財団

P91



37

水道法施行規則第36条（事業運営の基準）
① 給水装置工事ごとに給水装置工事主任技術者を指名しなければなら

ない。
② 配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への

取付口から水道メーターまでの工事を施行する場合は、適切に作業が
行うことができる技能を有する者を従事させ、又はその者に当該工事
に従事する他の者を実施に監督させること

③ 前号に掲げる工事を施行するときは、あらかじめ当該水道事業者の承
認を受けた工法、工期その他の工事上の条件に適合するように施行
すること

④ 給水装置工事主任技術者及びその他の給水装置工事に従事する者
の施行技術の向上のために、研修の機会を確保すること

⑤ 次の行為を行わないこと
イ 水道法施行令第５条に規定する基準に適合しない給水装置を設置

すること
ロ 給水管及び給水用具の切断、加工、接合等に適さない機械器具を使

用すること
⑥ 施行した給水装置工事ごとに当該給水装置工事に選任された給水装

置工事主任技術に記録を作成させ、作成の日から３年間保存すること
公財 給工財団

P91

本日の講習内容

１ 水道法等の改正

（～本講習会の位置付け～）

２ 給水装置に関する水道法等の規定（再確認）

３ 給水装置の事故事例

４ その他

38公財 給工財団



３ 給水装置の事故事例

39

（１） 工業用水道等との誤接続事故

（２） 給水装置以外の水管その他設備との連結

（３） 不適切な配管による油混入事故

（４） 給水装置の漏水によるガス管損傷事故

（５） その他

公財 給工財団

① 横浜市水道局

発見経緯：A幼稚園で赤痢の集団発生（８３人）

（水質調査結果：大腸菌群が検出、残留塩素未検出）

事故原因：下水道工事の支障移設のため、φ50㎜管（40世帯へ供給）を分岐

していたφ150㎜配水管を撤去し、新設したφ200㎜配水管へ接続替

えする際に、誤って同口径の工業用水道管に接続した。

40

事業体発注工事に起因する誤接続事故（昭和４４年６月発覚）

２
０
０
新
設
上
水
道

２
０
０
工
業
用
水
道

１
５
０
上
水
道

撤
去

工業用水道に誤接続したφ50mm管

（１） 工業用水道等との誤接続事故

公財 給工財団

P53関連



事故の背景：

① 工業用水道管と上水道管は同口径・同管種

② 残留塩素確認の未実施

③ 配水管の管理図面の未整備

41

事業体発注工事に起因する誤接続事故（昭和４４年６月発覚）

２
０
０
新
設
上
水
道

２
０
０
工
業
用
水
道

１
５
０
上
水
道

撤
去

工業用水道に誤接続したφ50mm管

公財 給工財団

〇平成１４年８月７日判明（６年間使用）

・上水道と工業用水道が同口径（１００ｍｍ）で
埋設されていた。

・平成８年７月、局が分岐取出工事施工

原因
・分岐する管の確認を怠ったこと。
・完了後の水質検査（残留塩素確認）を怠ったこと。

42

②大阪市水道局

公財 給工財団



③ 東京都水道局

〇 足立区の９世帯に工業用水管との誤接続
（平成１１年６月分岐工事、３年間使用）

平成１４年１１月２８日判明
原因
大阪市と同様に上水道であることの未確認

〇 北区の１世帯に工水誤接：上記の事故を受け実
施した緊急点検中に発見（昭和６０年６月分岐
工事、１７年間使用）
平成１４年１２月１２日判明

43公財 給工財団

④ 東京都水道局
〇 東京都の下水道施設で、下水の三次処理水配管

と給水管との誤接続（配水管内へ逆流）
（平成２４年分岐工事、５年間使用）
平成２９年９月判明

【概要】
需要者からの通報で「水道水から異臭がする」との

連絡があり調査したところ、下水道施設で使用してい
る三次処理水の配管と水道の給水管を、水道局に無届
で誤接続していることが判明。
この施設では、三次処理水を車両の洗浄及びトイ

レ洗浄等にも利用していたが、平成２４年にトイレ改
修で洗浄水を確保するために誤接続した。

44

公財 給工財団



⑤ 他の水管との誤接続例
和歌山県で、 配管ミスが原因で数か月

にわたって民家２世帯に防火用のため池

が水道水として給水されていた。

因果関係は不明だが、 住民の生後４ヶ月

の乳児が腸炎を起こした。

町は住民に対し「初歩的なミスで、誠に

申し訳ない」と謝罪し、 早急に健康診断

を実施した。

町によると、昨秋、町が委託した業者

が新築住宅２棟の配管工事をした際、

誤って約３５０メートル南のため池の水

が流れる防火用水の管に給水管をつ

ないでいたという。

住民８人が今年３月と４月に入居。「水圧が低い」「水がにおう」と苦情が町へ
届き、水質を調べると、残留塩素が検出されず、 配管ミスが判明したという。水
道管を清掃した際、中からドジョウが見つかった。

45

公財 給工財団

研修時は、このス
ペースに当時の新聞
の切り抜きを掲載しま
す。

① 音聴等による上水道管確認の徹底

② 残留塩素確認の徹底（分岐穿孔時及び給水栓）

③ 管理図面の整備（配管図のカラー化等）

■事故防止対策（他の水管との誤接合）

＜参考＞指定給水装置工事事業者への周知の徹底

工業用水道の埋設道路で、給水装置工事を施工する場合は、給水装置工事の
申込書・完了届に工業用水道の口径と残留塩素測定結果を記入できるゴム印を
押印し、工業用水道の埋設の周知及び残留塩素測定結果を確認する。

Φ ｍｍ工業用水道管あり

分岐部残留塩素 ｍｇ／Ｌ

（分岐せん孔後）

（工事完了後）

（残留塩素濃度の測定）

46公財 給工財団



④ 明示テープ等の設置（道路法施行令：S46改正 ）

■事故防止対策（他の水管との誤接合）

47公財 給工財団

① 井戸水配管と給水管を接続した事例（その１）

48

（２） 給水装置以外の水管その他設備との連結

公財 給工財団



49

改善前の配管図

① 井戸水配管と給水管を接続した事例（その２）

公財 給工財団

50

改善後の配管図

① 井戸水配管と給水管を接続した事例（その２）

公財 給工財団



51

水道水

給水管と雨水の水管との接続

汚染された水の逆流

② 雨水タンク配管と給水装置を接続した事例

雨水

雨水

公財 給工財団

52

③ 再生水（湧水）配管と給水管を接続した事例
（平成３年６月 東京都中野区）

濁水処理後
下水へ

バルブ バイパス管

M
P

水道メータ

受水タンク

給水ポンプ

沈殿タンク

排水沈殿槽

湧水 工事排水

P
P

シールドトンネル

湧水用ドラム缶

排水ピット

ポンプ②

ポンプ①

再
利
用

立坑

：は工事排水の流出
経路

配水管

濁水

公財 給工財団



④ 給水管と受水槽以下配管との接合

53公財 給工財団

⑤ 給水管と農薬散布用配管を接続した事例

54公財 給工財団



55

⑥ 工業用水道管と給水管との接合

公財 給工財団

P54

56

⑦ 温泉水管と給水管との接合

公財 給工財団

P53



⑧ 水道水と他の管（軟水器経由の配管）との接続

• 改善前

57

水道水

切離し要請

軟水器

軟水器以下

公財 給工財団

• 改善後

58

水道水
軟水器以下切離し完了

公財 給工財団



厚生労働省医薬・生活衛生局水道課長事務連絡

各厚生労働大臣認可水道事業者担当者

各都道府県水道行政主幹部（局）担当者 宛

59

○平成１４年１２月６日付
「給水装置工事における工業用水道管等との誤接合防止に

ついて」
○平成１９年１０月２９日付
「給水装置と農薬散布用設備の直接連結の防止の徹底に

ついて」
○平成２０年７月２２日付
「給水装置工事における誤接合の防止について」
○平成２９年９月１５日付
「給水装置工事における誤接合の防止の徹底について」

公財 給工財団

P127

60

ガソリンスタンド

私道（Ｇ道）

異臭が
あった家

φ40VP

φ50VP50VLGP

Ａ’

Ａ

φ200CIP
公
道

φ40

水 道 管 へ の 油 混 入 事 故

Ａ――Ａ’ 断面図

0.7
ｍ ガソリンスタンド

コンクリート
私 道
（砂利道）

1.0ｍ

50VP
（私有管）

油分

（３） 不適切な配管による油混入事故

公財 給工財団



61

水 道 管 へ の 油 混 入 事 故

公財 給工財団

・住民より水道水から油の臭いがするとの問い合わせ。
・市職員が住民宅を訪問し、油臭を確認。

【調査結果】
1 隣接するガソリンスタンドの地下

埋設配管からガソリンの漏えい
が確認され、口径50㎜PE管の
配水管に混入した。

2 水質検査の結果、水道水から
水質基準を超えるベンゼンと油
の臭気が確認された。

62

○室蘭市
令和４年６月１６日判明

直近の事例

公財 給工財団



・水道法第５条（施設基準）第４項
水道施設の技術的基準を定める省令
「第７条第１２項 ロ」の規定では、埋設場所の諸
条件に応じて適切な管の種類を使用すること。

・ガソリン等の漏えいが予期せず生じる場合もある
ため、溶剤浸透防護スリーブ等の防護措置や埋設
場所変更など必要に応じて検討すること。

（厚生労働省水道課 事務連絡より）
63

○室蘭市
【対策】

直近の事例

公財 給工財団

P140～141

【対策】
・水道法施行令第６条（給水装置の構造及び材質の基準）
第２項 給水装置の構造及び材質の基準
「第２条第４項」の規定で鉱油類、有機溶剤その他油類

が浸透するおそれのある場所に設置されている給水
装置
は、当該油類が浸透するおそれのない材質のもの又は
さや管等により適切な防護のための措置が講じられてい
るものでなければならない。

64

○室蘭市
直近の事例

公財 給工財団



ガス管損傷事故状況図

65

サンドブラスト現象
によるガス管孔食箇所

漏水箇所

φ25水道管
旧給水管（止水栓で閉止）

φ50水道管
使用中の給水管

歩 道

φ100ガス管φ100水道管

460
560

760
2,400

離隔 ５㎝

歩 道

（４）給水装置の漏水によるガス管損傷事故（その１）

公財 給工財団

P19

66

サンドブラスト現象によるガス管損傷

ガス管損傷箇所

φ100ガス管

φ100配水管

φ25給水管

給水装置漏水箇所

ガス管・水道管を埋設する場合は、離隔距離を３０ｃｍ以上確保する。

穿孔されたガス管の状況
公財 給工財団



発生日：平成22年8月15日 発生場所：横浜市南区

67

（４）給水装置の漏水によるガス管損傷事故（その２）

公財 給工財団

写真 ①

68

（４）給水装置の漏水によるガス管損傷事故（その２）

公財 給工財団



69

（４）給水装置の漏水によるガス管損傷事故（その２）

公財 給工財団

サンドブラスト現象発生メカニズム

• 水道管の漏水が発生すること

• 埋設部の土質が砂等であること

• ガス管等他企業管との離隔距離が短いこと

（離隔距離30㎝未満）

70

サンドブラスト現象発生

☆３つの要因が重なると

（４）給水装置の漏水によるガス管損傷事故

公財 給工財団



ガス管等他企業埋設管との離隔距離を

30㎝以上離す必要がある

※ 離隔距離は、長いほど事故防止に有効

他企業管管理者へ連絡・協議・立会い

必要な防護措置を講じる

十分な離隔距離がとれない場合は

■事故防止のための取組み事例

71公財 給工財団

サンドブラストによる事故の防止対策である

ゴム板設置の有効性についての検証結果

■事故防止のための取組み事例

◇ゴム板（厚さ６㎜）を水道管に密着（距離0mm）
して設置すれば、サンドブラスト現象による穿
孔は発生しない。

◇天然ゴムとブタジエンゴムでは、ブタジエン
ゴムの方が穿孔しにくい。

72公財 給工財団



水道管にゴム板を巻く
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■事故防止のための取組み事例

公財 給工財団
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ガス管にゴム板を巻く

■事故防止のための取組み事例

公財 給工財団



75

（５）その他

受水槽の定水位弁に関連するウォーター ハンマ発生の事例

副弁付定水位弁

受水槽

・副弁のボールタップが、補給水の水流で生じた波
により上下動して、主弁が急閉・急開を繰り返すこ
とにより、ウォーターハンマが生じることがある

ボールタップ

公財 給工財団

ボールタップの振動に起因するウォーターハンマーにより近隣住宅
の給水管の振動と継手からの漏水発生

76
公財 給工財団
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副弁付定水位弁

受水槽

ウォーターハンマ防止対策例

ボールタップ

波消板設置

公財 給工財団
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①

②

③ 吐水口空間

水受け容器

越
流
面

壁
か
ら
の
離
れ

Ｂ Ａ

呼び径の区分 近接壁から吐水口の中心

までの水平距離 B 
越流面から吐水口の 
最下端までの垂直距離 A 

13mm 以下 
13mm を超え 20mm 以下 
20mm を超え 25mm 以下 

25mm 以上 
40mm 以上 
50mm 以上 

25mm 以上 
40mm 以上 
50mm 以上 

呼び径が25mm以下のもの

規定の吐水口空間
（省令第６条第２項）

①吐水口の内径d
②こま押さえ部分の内径
③給水栓の接続管の内径

以上三つの内径のうち、最小内径を
有効開口の内径d'として表わす

浴槽の吐水口空間は50mm

薬品使用の吐水口空間は200mm

（５）その他

逆流防止の基準（適正な吐水口空間の確保）

公財 給工財団

P73・74・76



吐水口空間の必要性(負圧による逆流状況）

79

・負圧発生ポンプにより強制的に負圧を発生させたときの水栓
への水の逆流状況

・適正な吐水口空間の確保により逆流を防止できる

公財 給工財団

１ 発生年月日 ： 2015（平成27）年5月31日09時00分

２ 発生場所 ： 鹿児島県

３ 発生製品・設備 ： 特定施設水道連結型スプリンクラー設備

４ 被害状況 ： ① 物的被害 ： なし

② 人的被害 ： なし

５ 不具合の概要 ：

・福祉施設でぼや火災が発生し、スプリンクラーヘッドが溶融分解

しているにも関わらず同部分から散水されていなかった。

・取り外し確認したところ、内部に接着剤が付着しており、散水を妨

げていた。

・同施設内の全てのスプリンクラーヘッドの点検をしたところ、過半

数で同様の状況がみられた。 【消防庁ホームページより引用】

⑤ その他
水道直結式スプリンラーの不具合

配布資料には入っていません

公財 給工財団

80

P123～126



不具合の概要

スプリンクラーの写真例
当財団発行 「改訂 給水装置工事技術
指針」より引用

この写真の製品は、不具合が生じた現
場とは関係ありません。

配布資料には入っていません

81公財 給工財団

P123～126

（５）その他（情報提供）
水道メーター交換時のメーターユニットからの漏水事故

82

〇 検定有効期間満了に伴う水道メーター
交換後にメーターユニットのスライド部
から漏水する事象が発生

【原因】
確証はないが、スライド部の水密性確保
のためのOリングが長年の固着やサビの
嚙み込みなどにより傷がつき、漏水する場
合があると考えられている

公財 給工財団



（５）その他（情報提供）
メーターユニットからの漏水の対応策

83

〇 水道メーター交換時にスライド部からの漏水の発生有無を確認
〇 各メーカからメーターユニットの型式ごとのOリングのサイズや交換マニュアル

の情報提供

公財 給工財団

市民等の皆さまに安全で良質な水をお届けするために

84

○給水装置維持管理サービスの提供

○新基準・新製品への対応

水道事業者の取組
○市民への積極的な情報提供

○維持管理ルールの検討

○情報提供
市民・町民

●維持管理の責任

意識の向上

○連携の強化

○地域情報の交換

○主任技術者への

情報提供

指定給水装置工事事業者の取組

○新たな基準等の検討

○給水装置情報の公表

国の取組

すべての関係者の協力・支援 公財 給工財団



４ その他
（公財）給水工事技術振興財団のご紹介

85

① 給水装置工事主任技術者試験

給水工事技術振興財団は、
給水装置工事主任技術者
の資格試験を実施するため、
国土交通大臣・環境大臣か
ら指定を受けた機関

公財 給工財団

（公財）給水工事技術振興財団のご紹介

86

② 給水装置工事主任技術者研修

指定給水装置工事事業者、
主任技術者の皆さまに最新
の制度の情報や給水装置や
その工事に必要な知識等を
習得できる研修です
① eラーニング研修
② 現地研修
を実施しています。
ぜひご活用くださるようお
願いいたします。

公財 給工財団



（公財）給水工事技術振興財団のご紹介

87

③ 給水装置工事配管技能検定会

水道法施行規則に定める
「技能を有する者」を養成す
るために、給水装置工事配
管技能検定会を実施してい
ます。
ぜひご活用くださるようお
願いいたします。

公財 給工財団

（公財）給水工事技術振興財団のご紹介

88

④ 給水装置工事に関する出版図書販売

公財 給工財団

給水装置工事技術指針2025
・令和７年５月15日発行

【主な改訂点】
・最新の水道法等の関係法令掲載
・給水装置技術者に必要な技術情

報を充実
・給水装置工事の施工方法をさら

に具体的に記載
・最新の給水装置をカラー・３Dで

紹介



（公財）給水工事技術振興財団のご紹介

89

⑤ 機関誌「きゅうすい工事」の発行

【主な掲載内容】
・給水装置に関連する技術
・水道事業体や管工事組合の動向
・給水装置関連事業者の最新動向
・財団ニュース など

公財 給工財団

これにて研修会を終了します。

福岡県南水道技術協議会
令和７年度 指定給水装置工事事業者研修会

ご清聴ありがとう
ございました

公財 給工財団90


